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● （非連結子会社等で控除項目の対象となる会社のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称、所要自己資本を下回っ
た額の総額）

 　該当ありません。

定量的な開示事項

　自己資本比率は、平成19年3月31日から、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。)に定め
られた算式に基づき、算出しております。
　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。
　自己資本の構成および金額については、単体に関する事項は17ページに、連結に関する事項は4ページに掲載しております。
　なお、該当のない項目につきましては記載を省略しております。

●所要自己資本額

項　　　　　目
平成20年9月期 平成21年9月期

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

信 用 リ ス ク （ 標 準 的 手 法 ） 471,149 18,845 457,974 18,318
ソ ブ リ ン 向 け 1,675 67 1,238 49
金融機関および証券会社向け 20,336 813 26,313 1,052

法 人 等 向 け 201,931 8,077 200,240 8,009

中小企業等向けおよび個人向け 90,171 3,606 89,173 3,566
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 22,188 887 19,271 770
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 54,070 2,162 54,197 2,167
三 月 以 上 延 滞 等 3,966 158 3,683 147
取 立 未 済 手 形 17 0 － －
信用保証協会等による保証付 6,404 256 2,552 102
出 資 等 11,018 440 8,896 355
証 券 化 684 27 1,232 49
上 記 以 外 の 資 産
（ オ ン ・ バ ラ ン ス ）

54,626 2,185 48,053 1,922

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 4,056 162 3,121 124
オペレーショナル・リスク（基礎的手法） 34,786 1,391 32,553 1,302
総 所 要 自 己 資 本 額 20,237 19,621

（注） 1. 所要自己資本額=リスク・アセット×4%
 2. ソブリンには、我が国の政府関係機関向け、地方三公社向けを含みます。

●自己資本比率および基本的項目比率

連　　　結 単　　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

自　　己　　資　　本　　比　　率 8.00% 7.88% 7.72% 7.52%
基　　本　　的　　項　　目　　比　　率 5.95% 5.83% 5.64% 5.44%

項　　　　　目
平成20年9月期 平成21年9月期

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

信 用 リ ス ク （ 標 準 的 手 法 ） 460,981 18,439 449,966 17,998
ソ ブ リ ン 向 け 1,675 67 1,238 49
金融機関および証券会社向け 20,336 813 26,313 1,052

法 人 等 向 け 206,058 8,242 204,768 8,190

中小企業等向けおよび個人向け 90,171 3,606 89,173 3,566

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 22,188 887 19,271 770
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 54,070 2,162 54,197 2,167
三 月 以 上 延 滞 等 2,150 86 2,614 104
取 立 未 済 手 形 17 0 － －
信用保証協会等による保証付 6,404 256 2,552 102
出 資 等 11,190 447 9,180 367
証 券 化 684 27 1,232 49
上 記 以 外 の 資 産
（ オ ン ・ バ ラ ン ス ）

41,976 1,679 36,302 1,452

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 4,056 162 3,121 124
オペレーショナル・リスク（基礎的手法） 33,240 1,329 31,055 1,242
総 所 要 自 己 資 本 額 19,768 19,240

（注） 1. 所要自己資本額＝リスク・アセット×4%
 2. ソブリンには、我が国の政府関係機関向け、地方三公社向けを含みます。

連　結

単　体

自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

自己資本の構成に関する事項
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●信用リスクに関するエクスポージャーおよび三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー
（注2）の期末残高貸出金等（注1） 債　　券 デリバティブ取引

平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期

国内計 920,657 684,330 132,302 189 10,284
国外計 22,978 5,378 17,347 － －
地域別合計 943,636 689,708 149,649 189 10,284
製造業 71,344 58,145 9,381 0 829
農業 2,631 2,631 － － 16
林業 898 898 － － －
漁業 3,965 3,964 － － 177
鉱業 284 283 － － 7
建設業 46,599 45,876 600 － 2,179
電気・ガス・熱供給・水道業 2,067 500 299 － －
情報通信業 5,875 4,836 591 － 139
運輸業 19,888 17,497 2,110 － 766
卸・小売業 107,564 104,472 1,580 28 1,421
金融・保険業 98,445 43,638 48,933 159 1
不動産業 89,609 85,375 4,167 － 1,685
各種サービス業 133,935 131,554 1,825 － 955
国・地方公共団体 170,611 70,871 77,719 － －
個人 118,919 118,918 － － 328
その他 70,995 243 2,440 － 1,776

業種別計 943,636 689,708 149,649 189 10,284

1年以下 200,163 165,479 9,848 189
1年超3年以下 103,474 76,139 27,226 －
3年超5年以下 109,144 76,918 32,226 －
5年超7年以下 93,224 70,019 23,204 －
7年超10年以下 124,594 88,991 35,603 －
10年超 224,948 203,408 21,540 －
期間の定めのないもの 88,086 8,751 － －
残存期間別合計 943,636 689,708 149,649 189

（注） 1. 貸出金、貸出金に係る未収金・仮払金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引です。
 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが

150％以上であるエクスポージャーです。

連　結

信用リスクに関する事項 （単位：百万円）

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー
（注2）の期末残高貸出金等（注1） 債　　券 デリバティブ取引

平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期

国内計 972,051 639,269 180,541 99 12,200
国外計 20,508 3,066 17,153 － －
地域別合計 992,559 642,335 197,695 99 12,200
製造業 78,070 60,863 14,248 － 2,075
農業・林業 3,323 3,323 － － 44
漁業 3,654 3,654 － － 283
鉱業・採石業・砂利採取業 355 354 － － 6
建設業 45,741 45,125 501 － 1,957
電気・ガス・熱供給・水道業 2,590 500 801 － －
情報通信業 5,901 4,826 701 － 127
運輸業・郵便業 24,039 16,924 6,923 － 835
卸売業・小売業 106,172 102,671 2,365 20 3,119
金融業・保険業 104,619 35,277 60,464 78 13
不動産業、物品賃貸業 98,063 91,712 6,305 － 902
各種サービス業 121,620 98,916 1,525 － 1,106
国・地方公共団体 223,993 68,048 101,142 － －
個人 109,920 109,915 － － 445
その他 64,493 221 2,714 － 1,283

業種別計 992,559 642,335 197,695 99 12,200

1年以下 230,162 126,273 22,930 99
1年超3年以下 112,935 75,557 36,567 －
3年超5年以下 116,969 82,052 34,714 －
5年超7年以下 89,900 65,078 24,821 －
7年超10年以下 143,751 89,409 54,241 －
10年超 217,557 193,136 24,420 －
期間の定めのないもの 81,282 10,828 － －
残存期間別合計 992,559 642,335 197,695 99

（注） 1. 貸出金、貸出金に係る未収金・仮払金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引です。
 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが

150％以上であるエクスポージャーです。
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信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー
（注2）の期末残高貸出金等（注1） 債　　券 デリバティブ取引

平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期

国内計 910,555 688,483 132,302 189 8,507
国外計 22,978 5,378 17,347 － －
地域別合計 933,533 693,862 149,649 189 8,507
製造業 71,310 58,145 9,381 0 829
農業 2,631 2,631 － － 16
林業 898 898 － － －
漁業 3,965 3,964 － － 177
鉱業 284 283 － － 7
建設業 46,590 45,876 600 － 2,179
電気・ガス・熱供給・水道業 2,067 500 299 － －
情報通信業 5,875 4,836 591 － 139
運輸業 19,888 17,497 2,110 － 766
卸・小売業 107,564 104,472 1,580 28 1,421
金融・保険業 100,187 45,390 48,933 159 1
不動産業 89,609 85,375 4,167 － 1,685
各種サービス業 136,562 133,956 1,825 － 955
国・地方公共団体 170,611 70,871 77,719 － －
個人 118,919 118,918 － － 328
その他 56,567 243 2,440 － －

業種別計 933,533 693,862 149,649 189 8,507

1年以下 202,100 167,416 9,848 189
1年超3年以下 104,312 76,977 27,226 －
3年超5年以下 110,523 78,296 32,226 －
5年超7年以下 93,224 70,019 23,204 －
7年超10年以下 124,594 88,991 35,603 －
10年超 224,948 203,408 21,540 －
期間の定めのないもの 73,830 8,751 － －
残存期間別合計 933,533 693,862 149,649 189

（注） 1. 貸出金、貸出金に係る未収金・仮払金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引です。
 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが

150％以上であるエクスポージャーです。

単　体

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上延滞
エクスポージャー
（注2）の期末残高貸出金等（注1） 債　　券 デリバティブ取引

平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期

国内計 963,828 643,887 180,451 99 10,917
国外計 20,508 3,066 17,153 － －
地域別合計 984,336 646,954 197,605 99 10,917
製造業 78,053 60,863 14,248 － 2,075
農業・林業 3,323 3,323 － － 44
漁業 3,654 3,654 － － 283
鉱業・採石業・砂利採取業 355 354 － － 6
建設業 45,732 45,125 501 － 1,957
電気・ガス・熱供給・水道業 2,590 500 801 － －
情報通信業 5,901 4,826 701 － 127
運輸業・郵便業 24,039 16,924 6,923 － 835
卸売業・小売業 106,172 102,671 2,365 20 3,119
金融業・保険業 105,897 36,555 60,464 78 13
不動産業・物品賃貸業 101,696 95,052 6,305 － 902
各種サービス業 121,547 98,916 1,435 － 1,106
国・地方公共団体 223,993 68,048 101,142 － －
個人 109,920 109,915 － － 445
その他 51,458 221 2,714 － －

業種別計 984,336 646,954 197,605 99 10,917

1年以下 232,017 128,128 22,930 99
1年超3年以下 113,617 76,328 36,477 －
3年超5年以下 118,960 84,043 34,714 －
5年超7年以下 89,900 65,078 24,821 －
7年超10年以下 143,751 89,409 54,241 －
10年超 217,557 193,136 24,420 －
期間の定めのないもの 68,530 10,828 － －
残存期間別合計 984,336 646,954 197,605 99

（注） 1. 貸出金、貸出金に係る未収金・仮払金、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引です。
 2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが

150％以上であるエクスポージャーです。
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連　結

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当金勘定の期末残高および期中増減額

単　体

期首残高 当期増減額 期末残高

一 般 貸 倒 引 当 金
平成20年9月期 4,481 883 5,365 
平成21年9月期 5,659 △ 32 5,627

個 別 貸 倒 引 当 金
平成20年9月期 20,586 14 20,601 
平成21年9月期 20,147 △ 158 19,989

特定海外債権引当金勘定
平成20年9月期 － － －
平成21年9月期 － － －

合 　 　 　 計
平成20年9月期 25,068 898 25,966 
平成21年9月期 25,806 △ 190 25,616

期首残高 当期増減額 期末残高

一 般 貸 倒 引 当 金
平成20年9月期 4,229 886 5,115 
平成21年9月期 5,400 △ 2 5,397

個 別 貸 倒 引 当 金
平成20年9月期 20,041 △ 6 20,035 
平成21年9月期 19,583 △ 163 19,419

特定海外債権引当金勘定
平成20年9月期 － － －
平成21年9月期 － － －

合 　 　 　 計
平成20年9月期 24,271 880 25,151 
平成21年9月期 24,983 △ 166 24,816

●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳

連　結
期首残高 当期増減額 期末残高

平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期
国 内 計 20,586 14 20,601
国 外 計 － － －
地 域 別 合 計 20,586 14 20,601
製 造 業 1,832 61 1,893
農 業 9 2 11
林 業 19 3 23
漁 業 236 △ 25 211
鉱 業 12 △  3 9
建 設 業 2,439 △ 543 1,896
電 気・ ガ ス・ 熱 供 給・ 水 道 業 － － －
情 報 通 信 業 217 △ 17 199
運 輸 業 1,205 △ 181 1,023
卸 ・ 小 売 業 4,342 △ 119 4,223
金 融 ・ 保 険 業 67 △ 27 40
不 動 産 業 2,285 13 2,299
各 種 サ ー ビ ス 業 7,051 811 7,863
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － － －
個 人 322 18 340
そ　の　他（連結子会社勘定） 544 20 565
業 種 別 計 20,586 14 20,601

（注） 1. 一般貸倒引当金および特定海外債権引当金勘定につきましては、上記区分ごとの算定を行っておりません。
 2. 連結子会社は業種別の算定を行っておりませんので、その他（連結子会社勘定）に計上しております。

期首残高 当期増減額 期末残高
平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期

国 内 計 20,147 △ 158 19,989 
国 外 計 － － －
地 域 別 合 計 20,147 △ 158 19,989 
製 造 業 2,131 △ 214 1,917 
農 業 ・ 林 業 22 22 44 
漁 業 141 124 265 
鉱 業・採 石 業・砂 利 採 取 業 6 △ 3 3 
建 設 業 1,735 △ 155 1,579 
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 － － －
情 報 通 信 業 279 △ 150 129 
運 輸 業 ・ 郵 便 業 1,027 △ 59 968 
卸 売 業 ・ 小 売 業 4,628 △ 271 4,357 
金 融 業 ・ 保 険 業 151 △ 29 121 
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 1,169 △ 6 1,162 
各 種 サ ー ビ ス 業 7,894 563 8,457 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － － －
個 人 394 15 409 
そ　 の　他（連結子会社勘定） 564 5 570 
業 種 別 計 20,147 △ 158 19,989 

（注） 1. 一般貸倒引当金および特定海外債権引当金勘定につきましては、上記区分ごとの算定を行っておりません。
 2. 連結子会社は業種別の算定を行っておりませんので、その他（連結子会社勘定）に計上しております。
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●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳

単　体
期首残高 当期増減額 期末残高

平成20年9月期 平成20年9月期 平成20年9月期
国 内 計 20,041  △ 6 20,035
国 外 計 － － －
地 域 別 合 計 20,041  △ 6 20,035
製 造 業 1,832 61 1,893
農 業 9 2 11
林 業 19 3 23
漁 業 236  △ 25 211
鉱 業 12  △  3 9
建 設 業 2,439 △ 543 1,896
電 気・ ガ ス・ 熱 供 給・ 水 道 業 － － －
情 報 通 信 業 217  △ 17 199
運 輸 業 1,205  △ 181 1,023
卸 ・ 小 売 業 4,342  △ 119 4,223
金 融 ・ 保 険 業 67  △ 27 40
不 動 産 業 2,285 13 2,299
各 種 サ ー ビ ス 業 7,051 811 7,863
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － － －
個 人 322 18 340
そ 　 の 　 他 － － －
業 種 別 計 20,041  △ 6 20,035

（注）　　一般貸倒引当金および特定海外債権引当金勘定につきましては、上記区分ごとの算定を行っておりません。

期首残高 当期増減額 期末残高
平成21年9月期 平成21年9月期 平成21年9月期

国 内 計 19,583  △ 163 19,419 
国 外 計 － － －
地 域 別 合 計 19,583  △ 163 19,419 
製 造 業 2,131  △ 214 1,917 
農 業 ・ 林 業 22 22 44 
漁 業 141 124 265 
鉱 業・採 石 業・砂 利 採 取 業 6  △ 3 3 
建 設 業 1,735  △ 155 1,579 
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 － － －
情 報 通 信 業 279  △ 150 129 
運 輸 業 ・ 郵 便 業 1,027  △ 59 968 
卸 売 業 ・ 小 売 業 4,628  △ 271 4,357 
金 融 業 ・ 保 険 業 151  △ 29 121 
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 1,169  △ 6 1,162 
各 種 サ ー ビ ス 業 7,894 563 8,457 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － － －
個 人 394 15 409 
そ 　 の 　 他 － － －
業 種 別 計 19,583  △ 163 19,419 

（注）　　一般貸倒引当金および特定海外債権引当金勘定につきましては、上記区分ごとの算定を行っておりません。
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●業種別の貸出金償却の額

貸出金償却
連　　結 単　　体

平成20年9月期 平成20年9月期
製 造 業 8 8
農 業 － －
林 業 － －
漁 業 3 3
鉱 業 － －
建 設 業 58 58
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 － －
情 報 通 信 業 24 24
運 輸 業 － －
卸 ・ 小 売 業 162 162
金 融 ・ 保 険 業 － －
不 動 産 業 5 5
各 種 サ ー ビ ス 業 17 17
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － －
個 人 0 0
そ の 他 － －
そ　の　他（連結子会社勘定） 54 －
業 種 別 計 334 280

（注）　　連結子会社は業種別の算定を行っておりませんので、その他（連結子会社勘定）に計上しております。

貸出金償却
連　　結 単　　体

平成21年9月期 平成21年9月期
製 造 業 － －
農 業 ・ 林 業 － －
漁 業 － －
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 － －
建 設 業 － －
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 － －
情 報 通 信 業 － －
運 輸 業 ・ 郵 便 業 － －
卸 売 業 ・ 小 売 業 － －
金 融 業 ・ 保 険 業 － －
不 動 産 業・ 物 品 賃 貸 業 － －
各 種 サ ー ビ ス 業 － －
国 ・ 地 方 公 共 団 体 － －
個 人 － －
そ の 他 － －
そ　の　他（連結子会社勘定） 22 －
業 種 別 計 22 －

（注）　　連結子会社は業種別の算定を行っておりませんので、その他（連結子会社勘定）に計上しております。
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信用リスク削減手法に関する事項 （単位：百万円）

●リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高および資本控除した額

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額
平成20年9月期 平成21年9月期

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用
0% 494 224,623 128 322,136
10% － 80,561 － 38,541
20% 55,205 2,216 55,455 6,542
35% － 63,305 － 54,895
50% 22,818 4,503 37,575 4,653
75% － 119,247 － 117,887
100% 10,551 313,180 13,956 297,095
150% － 1,872 － 1,382
350% － － － －

自 己 資 本 控 除 － － － －
合 　 計 89,069 809,510 107,116 843,133

（注） 1. 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定にあたり、格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用していないエクスポージャーです。なお、格
付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

 2. 「格付適用」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・
ウェイトを適用しているエクスポージャーが含まれます。

 3. 格付適用した投資信託、特定金銭信託は各ファンド毎にリスク・ウエイトを算出し、リスク・ウエイト区分の分類は、算出したリスク・ウエイト以上の最も近い区分に算入して
おります。

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

連　　結 単　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー 13,704 12,075 13,704 12,075
保証またはクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャー 15,059 15,273 15,059 15,273

連　結

単　体
信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

平成20年9月期 平成21年9月期
格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用

0% 494 224,621 128 322,134
10% － 80,561 － 38,541
20% 55,205 2,216 55,455 6,542
35% － 63,305 － 54,895
50% 22,818 4,503 37,575 4,653
75% － 119,247 － 117,887
100% 10,551 304,829 13,956 290,156
150% － 661 － 669
350% － － － －

自 己 資 本 控 除 － － － －
合 　 計 89,069 799,946 107,116 835,480

（注） 1. 「格付適用」とは、リスク・ウェイト算定にあたり、格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付不適用」とは、格付を適用していないエクスポージャーです。なお、格
付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

 2. 「格付適用」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・
ウェイトを適用しているエクスポージャーが含まれます。

 3. 格付適用した投資信託、特定金銭信託は各ファンド毎にリスク・ウエイトを算出し、リスク・ウエイト区分の分類は、算出したリスク・ウエイト以上の最も近い区分に算入して
おります。



D I S C L O S U R E  2 0 0 9. 9
43

バ
ー
ゼ
ル
Ⅱ
第
３
の
柱
に
基
づ
く
定
量
的
な
開
示
事
項

●派生商品取引の与信相当額算出に用いる方式

　先渡取引、スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式（注）にて算出して
おります。

（注） カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク計測手段の１つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算
出し、これに契約期間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテンシャル・エクスポージャー）を付加して算出する方法です。

●派生商品取引のグロス再構築コストの額および与信相当額

連　　　結 単　　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 95 79 95 79
与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案前） － 99 － 99
派　　生　　商　　品　　取　　引 180 99 180 99

外　国　為　替　関　連　取　引 180 99 180 99
金　　利　　関　　連　　取　　引 － － － －
株　　式　　関　　連　　取　　引 － － － －
そ 　 　 の 　 　 他 　 　 取 　 　 引 － － － －

ク レ ジ ッ ト ・ デ リ バ テ ィ ブ － － － －
与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案後） 180 99 180 99

（注） 1. 原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額は除きます。
 2. 与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案前）は、再構築コストおよびグロスのアドオン額（想定元本額に金融庁告示第19号第79条の2に定める掛け目を乗じた額）の

合計額です。

● グロス再構築コストの額の合計額およびグロスのアドオンの合計額から担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の
与信相当額を差し引いた額

 　該当ありません。

● 信用リスク削減手法に用いた担保の種類および額

 　該当ありません。

● 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額

 　該当ありません。

● 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いるクレジット・デリバティブの想定元本額

 　該当ありません。

●投資家として保有する証券化エクスポージャーの額

連　　結 単　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

ク レ ジ ッ ト ･ デ リ バ テ ィ ブ 2,440 2,714 2,440 2,714
合 計 2,440 2,714 2,440 2,714

●投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトごとの残高および所要自己資本

平成20年9月期 平成21年9月期
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20% 1,784 14 415 3
50% 656 13 2,299 45
100% － － － －

自 己 資 本 控 除 － － － －
合 　 計 2,440 27 2,714 49

（注）　　所要自己資本額＝リスク・アセット×4％

連　結

単　体
平成20年9月期 平成21年9月期

残高 所要自己資本 残高 所要自己資本
20% 1,784 14 415 3
50% 656 13 2,299 45
100% － － － －

自 己 資 本 控 除 － － － －
合 　 計 2,440 27 2,714 49

（注）　　所要自己資本額＝リスク・アセット×4％

● 投資家として保有する証券化エクスポージャーのうち、告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポー
ジャーの額

 　該当ありません。

● 自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リスク・アセットの額

 　該当ありません。

派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

証券化エクスポージャーに関する事項 （単位：百万円）
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●銀行勘定における出資等の貸借対照表計上額および時価

平成20年9月期 平成21年9月期
中間連結貸借対照表計上額 時価 中間連結貸借対照表計上額 時価

上 場 し て い る 出 資 等 10,222 8,402
上 記 に 該 当 し な い 出 資 等 1,024 985
合 　 計 11,247 11,247 9,387 9,387

●銀行勘定における出資等の売却および償却に伴う損益の額

連　　結 単　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

売 却 損 益 額 － 224 － 224
償 却 額 384 539 384 539

●貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額、貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額

連　　結 単　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識
されない評価損益の額

△ 3,021 △ 626 △ 3,040 △ 634

貸借対照表および損益計算書で認識されない
評価損益の額

－ － － －

連　　結 単　　体
平成20年9月期 平成21年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期

9,070 10,609 9,070 10,609
（注）　　連結子会社はリスク量の算定を行っておりません。

金利ショックに対する経済価値の変動額（99％タイル値）

計測方法および前提条件

　保有期間1年、観測期間5年で計測した金利変動の1%タイル値と99%タイル値による金利ショックを与え、GPS方式に
より各年限毎に金利リスク量を算出しています。
　なお、コア預金については、①過去5年間の最低残高②過去5年間の最大年間流出量を現在残高から差し引いた残高③現在残
高の50%相当額、のうち最小の額を上限として、満期を最長5年、平均残存年数が2.5年として、各期間帯へ均等に振り分け
ています。

連　結

単　体
平成20年9月期 平成21年9月期

中間貸借対照表計上額 時価 中間貸借対照表計上額 時価
上 場 し て い る 出 資 等 10,181 8,372
上 記 に 該 当 し な い 出 資 等 1,328 1,297
合 　 計 11,509 11,509 9,670 9,670

銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーに関する事項 （単位：百万円）

銀行勘定における金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益または経済的価値の増減額 （単位：百万円）


